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1.  平成23年2月期の連結業績（平成22年3月1日～平成23年2月28日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年2月期 14,241 △0.7 398 △59.2 426 △58.6 151 △51.0
22年2月期 14,336 △6.7 975 △46.6 1,029 △44.6 309 △67.5

（注）包括利益 23年2月期 ―百万円 （―％） 22年2月期 ―百万円 （―％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利益

率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

23年2月期 22.22 ― 3.0 5.4 2.8
22年2月期 45.38 ― 6.2 13.3 6.8

（参考） 持分法投資損益 23年2月期  ―百万円 22年2月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年2月期 8,213 4,950 60.3 726.65
22年2月期 7,694 5,021 65.3 737.19

（参考） 自己資本   23年2月期  4,950百万円 22年2月期  5,021百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

23年2月期 299 △787 567 2,176
22年2月期 572 △655 △256 2,103

2.  配当の状況 

 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

22年2月期 ― 0.00 ― 30.00 30.00 204 66.1 4.1
23年2月期 ― 0.00 ― 30.00 30.00 204 135.0 4.1
24年2月期(予想) ― 0.00 ― 15.00 15.00 96.4

3.  平成24年2月期の連結業績予想（平成23年3月1日～平成24年2月29日） 
（％表示は、通期は対前期、第2四半期(累計)は対前年同四半期増減率）

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 5,609 △5.9 △306 ― △298 ― △283 ― △41.54
通期 13,895 △2.4 418 5.0 430 0.9 106 △30.0 15.56
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4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無  

(2) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

(注) 詳細は、23ページ【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】をご覧ください。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

新規 ―社 （社名） 、 除外 ―社 （社名）

① 会計基準等の改正に伴う変更  ： 有
② ①以外の変更  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年2月期 6,813,880 株 22年2月期 6,813,880 株
② 期末自己株式数 23年2月期 1,779 株 22年2月期 1,735 株

③ 期中平均株式数 23年2月期 6,812,129 株 22年2月期 6,812,145 株

（参考）個別業績の概要 

1.  平成23年2月期の個別業績（平成22年3月1日～平成23年2月28日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年2月期 13,685 △0.5 315 △66.8 395 △62.6 174 △33.4
22年2月期 13,759 △6.6 951 △43.6 1,055 △41.3 261 △71.9

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

23年2月期 25.57 ―
22年2月期 38.42 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年2月期 7,180 4,568 63.6 670.63
22年2月期 6,568 4,601 70.1 675.44

（参考） 自己資本 23年2月期  4,568百万円 22年2月期  4,601百万円

2.  平成24年2月期の個別業績予想（平成23年3月1日～平成24年2月29日） 
（％表示は、通期は対前期、第2四半期(累計)は対前年同四半期増減率）

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
― 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
 上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報及び将来の業績に与える不確定要因に対する仮定を前提として作成したものであります。実際
の業績等は、今後様々な要因によって、予想値と大きく異なる結果となる可能性があります。業績予想の前提条件等、業績予想に関する事項については、添付
資料の３～５ページ「１経営成績 （1）経営成績に関する分析」を参照してください。 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 5,390 △6.0 △318 ― △282 ― △262 ― △38.46
通期 13,321 △2.7 271 △14.1 337 △14.7 42 △75.9 6.17
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当連結会計年度の靴下業界におきましては、中国を始めとする海外からの輸入量は、依然増加して

おり、直近の状況（2010年１月～12月）における輸入量は過去最高を記録し、初めて13億足（前年同

期比７％増）を突破しました。 

国内経済全体では、新興国など海外経済の成長で生産や輸出に持ち直しの動きが見られ、企業業績

の改善が進んでおり、景気は緩やかな回復軌道に戻りつつありますが、海外経済の変調や円高の再

燃、原油価格の上昇などの景気下振れリスクが存在し、先行き不透明な状況で推移いたしました。 

国内衣料品販売では、春先の急激な気温の寒暖差による影響や夏場の猛暑・残暑、さらには暖冬に

よる影響で衣料品販売は苦戦を強いられましたが、１月の急激な気温の低下による冬物商品の需要拡

大や、２月の気温の上昇による春物商品の需要が膨らんだことにより、全体としては厳しい状況が続

いている中で、一部の専門店では回復の傾向が見られました。 

このような状況の中で当グループは、店頭から生産現場までを結んだ情報システム網を活用し、製

造・販売を一体化した自己完結型の国内生産体制の強みを生かしながら、多様に変化する顧客ニーズ

に、機敏かつ柔軟に対応できるように尽力して参りました。また、昨年より進めて参りました業務改

革におきましては、11月より、新基幹システムの稼動を開始し、柔軟性の高いシステムと情報の一元

管理による「業務の効率化・標準化・見える化」に取り組んで参りました。 

当連結会計年度の上半期におきましては、春先の気温の寒暖差が大きかったことによる春物不振や

猛暑による秋物立ち上がりの不振、前年度好調であった「トレンカ」「レギンス」等の長物商品の定

番化によるニーズ一巡が影響し、販売状況は低調に推移しました。 

下半期におきましては、残暑・暖冬の影響で販売状況は苦戦を強いられながらも、一時的に気温の

低下した10月では秋物商品が好調に動き、気温が低下した１月においては冬物商品が好調に推移しま

した。また、春物商品が立ち上がった１月後半から、プロモーション活動による露出効果が浸透し始

めたこともあり、例年よりも早めに春物靴下に動きが見られ、下半期の販売状況は堅調に推移するこ

ととなりましたが、上半期の業績をカバーするまでには至らず、売上高は前年を下回ることとなりま

した。 

出退店状況におきましては、フランチャイズチェーン店４店舗、直営店15店舗の新規出店と、フラ

ンチャイズチェーン店12店舗、直営店11店舗の退店により、当連結会計年度末における店舗数は、フ

ランチャイズチェーン店128店舗、直営店145店舗（海外子会社の９店舗を含む）、合計273店舗とな

りました。 

連結子会社におきましては、Ｔａｂｉｏ Ｅｕｒｏｐｅ Ｌｉｍｉｔｅｄ（以下、「タビオ・ヨー

ロッパ」という）及びＴａｂｉｏ Ｆｒａｎｃｅ S.A.R.L.（以下、「タビオ・フランス」という）

が、直営店『タビオ』の業績拡大と経営基盤の確立に尽力し、今後の欧州展開に向けた基盤作りに注

力して参りました。また、タビオ奈良株式会社では、商品の入出庫業務の改善や検査検品体制の強化

等、店頭への商品供給力の強化に向けた取組みを行って参りました。 

利益面におきましては、不採算直営店の内装・什器等にかかる減損損失を62百万円、季越商品の評

価替えによる評価損を15百万円、物流基幹システムの入替に伴う廃棄損等を70百万円計上しました。

なお、当該季越商品の評価損は売上原価に含まれております。 

以上の結果、当連結会計年度の売上高は、14,241百万円（前年同期比0.7％減）、営業利益は398百

1. 経営成績

(1) 経営成績に関する分析

①当連結会計年度の経営成績
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万円（前年同期比59.2％減）、経常利益は426百万円（前年同期比58.6％減）、当期純利益は151百

万円（前年同期比51.0％減）となりました。 

  

事業部門別の業績は、次の通りであります。 

  

「靴下屋関連部門」では、プロパー商品を中心に取扱う『靴下屋スタンダード』、トレンドに敏感

な若者を重視した商品を取扱う『靴下屋デイリーソクサー』、全客層をターゲットにフルサービスを

目指す『靴下屋グランデ』と、バンドル物商品を中心に取扱う『マイティソクサー』の各業態の棲み

分けを明確にするためのブランド構築に努めて参りました。また、インターネット販売においては、

ウェブサイトの大幅リニューアルを行い、人員体制も強化して、販売体制を整えて参りました。 

当グループの主力部門である「靴下屋関連部門」では、各種フェアや新聞・雑誌広告を通して広

報・販促部門と連携してプロモーション活動に取り組んできた他、市場ニーズに応じた商品対応力の

強化や接客研修の強化により、靴下需要を拡大していくことができ、下半期後半からは売上高を大き

く回復させることができました。しかしながら、上半期・下半期中盤におけるタイツ等の長物商品の

販売減をカバーするまでには至らず、通期の業績は前年を割り込むこととなりました。 

これらの結果、「靴下屋関連部門」の売上高は、11,822百万円（前年同期比0.3％減）となりまし

た。なお、フランチャイズチェーン店４店舗、直営店11店舗の新規出店とフランチャイズチェーン店

12店舗、直営店５店舗の退店により、当連結会計年度末における『靴下屋』全業態の店舗数は、フラ

ンチャイズチェーン店128店舗、直営店87店舗、合計215店舗となりました。 

  

「ショセット関連部門」では、百貨店やファッションビル等、ハイセンスな立地への出店に特化

し、高品質・高感覚の商品を展開する『ショセット』と、紳士ビジネス靴下を中心に上質で品格の高

い商品の提案を行う紳士靴下専門店『タビオ・オム』、カジュアル紳士靴下を中心に取扱う『タビ

オ・ガレージ』の３業態を軸として、ブランド構築を進めて参りました。 

「ショセット事業」では、社会で活躍する女性をターゲットにした商品バリエーションの強化を行

うと共に、事業基盤の最適化を目指したビジネスモデルの見直しや販売員教育の強化にも取り組んで

参りました。「紳士靴下事業」では、新販売ルートの開拓とその実行に向けた取組みに着手すると共

に、新商品の開発等による需要の掘り起こしにも着手し、新たな紳士靴下の展開への可能性にチャレ

ンジ致しました。 

下半期後半からは、上記の政策が奏功し、売上高が大きく回復しましたが、今後の収益基盤の改善

に向けてのスクラップ＆ビルドによる退店が先行したことや、猛暑・残暑・暖冬などの気候要因によ

り、通期の売上高は前年を下回ることとなりました。 

この結果、「ショセット関連部門」の売上高は、1,862百万円（前年同期比2.3％減）となりまし

た。なお、直営店３店舗の新規出店と直営店６店舗の退店により、当連結会計年度末における『ショ

セット』の店舗数は、直営店49店舗となりました。 

  

「海外関連部門」では、イギリスの販売子会社タビオ・ヨーロッパが、ロンドンにおいて靴下専門

ａ．靴下屋関連部門

ｂ．ショセット関連部門

ｃ．その他の部門
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店『タビオ』の直営店を８店舗展開しており、収益の拡大と経営基盤の強化を図って参りました。

また、フランスの販売子会社タビオ・フランスでは、パリに靴下専門店『タビオ』を１店舗出店して

おり、収益基盤の確立を図ると共に、今後の欧州展開に向けた基盤作りを目指して、新たな店舗展開

に向けたマーケット・リサーチを進めて参りました。 

「靴下製造機械関連部門」では、靴下製造工程の省力化・合理化のための研究・開発を継続して行

って参りました。 

この結果、「その他の部門」の売上高は、555百万円（前年同期比3.7％減）となりました。 

  

今後の見通しにつきましては、海外経済の下振れ、急速な為替変動、雇用情勢の悪化等の懸念材料

も依然として残っており、また、平成23年３月11日に発生した東日本大震災の国内経済に与える影響

は甚大なものとなることが予想され、業界における見通しは先行き不透明な状況となっております。

このような状況の中で当グループは、業務の効率化と活性化を目指して無駄な管理を排除し、過去

に囚われず、常に変化に対応していくためのアイデアと実行に移すスピードを重視した経営を促進し

て参ります。 

「靴下屋関連部門」では、広報・販促活動と連携して、店頭を基点とした営業活動に重点を置くと

共に、常に新しいアイデアを打ち出して、店頭の鮮度を高め、お客様に喜んでお買い物頂ける店舗を

目指して参ります。また、『靴下屋』でのメンズ・レディースの複合展開に向けた取り組みも実施し

て参ります。 

「ショセット関連部門」におきましては、改革３年目を迎える『ショセット』店舗の収益基盤の強

化と、好立地への出店によるブランドイメージの向上に尽力していくと共に、紳士靴下事業における

販売ルートの開拓と新商品の開発を継続して行うことにより、早期にブランド展開の確立を実現して

参ります。 

なお、次期の業績予想につきましては、資産除去債務に関する会計基準の適用により、適用初年度

の過年度に係る費用を特別損失に計上する予定であります。また、震災以降の関東圏の電力不足に伴

う営業時間の短縮による影響や、ファッション消費への消費マインドの動向が読みにくくなっている

ことに加え、夏場の大幅な電力不足による計画停電や営業時間短縮が予想されることから、難しい経

営の舵取りを迫られるものと思われます。東日本大震災が当社に与える影響は現在のところ予測困難

ですが、全社一丸となって経営改革に取り組むことにより、売上高13,895百万円（前年同期比2.4％

減）、営業利益418百万円（前年同期比5.0％増）、経常利益430百万円（前年同期比0.9％増）、当期

純利益106百万円（前年同期比30.0％減）を予定しております。 

  

当連結会計年度における総資産は、現金及び預金で72百万円、受取手形及び売掛金で117百万円、

無形固定資産で330百万円増加したこと等により、前連結会計年度末と比べて519百万円増加し、

8,213百万円となりました。 

負債については、未払法人税等で196百万円減少しましたが、長期借入金が711百万円増加したこと

等により、前連結会計年度末と比べて591百万円増加し、3,263百万円となりました。 

純資産については、利益剰余金の減少等により、前連結会計年度末と比べて71百万円減少し、

②次期の見通し

(2) 財政状態に関する分析

①資産、負債及び純資産の状況
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4,950百万円となりました。その結果、自己資本比率は前連結会計年度末の65.3％から60.3％に減

少しました。 

  

当連結会計年度における連結ベースでの現金及び現金同等物は、期首に比べ72百万円増加し、当連

結会計年度末には、2,176百万円(前年同期比3.4％増)となりました。 

営業活動によるキャッシュ・フローは、売上債権の増加額で121百万円、法人税等の支払額で271百

万円計上しましたが、税金等調整前当期純利益で293百万円、減価償却費で295百万円、仕入債務の増

加額で187百万円あったこと等により、299百万円（前年同期比47.6％減）となりました。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の取得による支出で315百万円、無形固定資

産の取得による支出で469百万円あったこと等により、△787百万円（前年同期より132百万円の減

少）となりました。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、長期借入金の返済で283百万円、配当金の支払額で202百万

円計上しましたが、長期借入れによる収入で1,200百万円あったこと等により、567百万円（前年同期

より823百万円の増加）となりました。 

  

(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移 

  

 
  
自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い 
  
（注1）各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

（注2）株式時価総額は、期末株価終値×自己株式控除後の期末発行済株式数により算出しております。 

（注3）キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しています。 

（注4）有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対

象としております。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を

使用しております。 

  

利益配分につきましては、業績に対応した配当を行うことを基本としつつも、併せて安定的な配当の

維持継続に留意すると共に、企業体質の一層の強化と今後の積極的な事業展開を勘案して、決定する方

針を採っております。 

「１経営成績 (1)経営成績に関する分析 ①当連結会計年度の経営成績」の記載にもある通り、当連

結会計年度の経営成績は減益となりましたが、当期の剰余金の配当につきましては、上記の基本方針を

②キャッシュ・フローの状況

平成21年２月期 平成22年２月期 平成23年２月期

自己資本比率（％） 63.3 65.3 60.3

時価ベースの自己資本比率
（％）

85.9 58.4 54.3

キャッシュ・フロー対有利子
負債比率（年）

0.7 1.3 5.1

インタレスト・カバレッジ・
レシオ（倍）

52.6 35.4 14.9

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当
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踏まえ、前期と同額の１株につき30円（年間）を予定しております。 

また、内部留保資金につきましては、今後の事業展開に向けた財務体質の強化を図りつつ、強固な事

業基盤の構築に向けた戦略的投資を行い、当グループの競争力を向上させることによって、収益力と１

株当たり当期純利益額の確保に繋げていく所存です。 

なお、次期の剰余金の配当につきましては、今後の業績見通しを勘案し、１株につき15円（年間）を

予定しております。 

  

当グループの経営成績及び財政状態等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能

性のある事項には以下のようなものがあります。 

なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当グループが判断したもの

であります。 

当グループは、当連結会計年度末現在において、145店舗の直営店で、靴下及びパンスト・タイツ

の販売をするほか、当社とフランチャイズ契約を締結している128店舗の『靴下屋』加盟店に、同商

品を卸売販売するフランチャイズ事業を営んでおります。これらフランチャイズ加盟店の全店舗数に

占める割合が大きいことから、加盟店周辺の環境の変化及び加盟者の財政状態の悪化等により、契約

を解除せざるを得ない状況が生じた場合、当グループの業績及び財政状況に影響を及ぼす可能性があ

ります。 

  

当グループは、フランチャイズチェーン『靴下屋』の店舗開拓を中心に、直営店『靴下屋』『ショ

セット』『タビオ・オム』『タビオ・ガレージ』『タビオ』等の店舗開拓も行っております。当グル

ープの出店は路面店、ショッピングセンター、ファッションビル及び百貨店等が考えられますが、店

舗の経営状態が悪化している場合、又は商業施設全体の閉鎖やテナントの入れ替えという運営主体の

意向等によって、退店を余儀なくされる可能性があります。また、加盟店の獲得及び直営店の出店が

計画通り進まない場合には、当グループの業績及び財政状況に重要な影響を及ぼす可能性がありま

す。 

  

当グループの商品に対する需要は、市況変動等による影響を受けるため、ファッションの変化によ

る需要の減少、天候不良や景気減退による個人消費の減少等は、当グループの業績及び財政状況に影

響を及ぼす可能性があります。 

  

当グループの物流拠点、販売拠点や仕入先各社の生産拠点等において、重大な災害（自然災害、人

為的な災害等）が発生し、その影響を防止・軽減できなかった場合、当グループの仕入高・売上高の

減少、設備復旧のための費用の発生等により、当グループの業績及び財政状況に重要な影響を及ぼす

可能性があります。 

  

(4) 事業等のリスク

①フランチャイズ契約に関するリスク

②出店政策に関するリスク

③市況変動等によるリスク

④災害等に関するリスク
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当グループは、店頭から靴下製造協力工場に至るまで、情報の共有化を行うと共に業務の効率化を

図るため、製造から販売までを一体化するネットワークシステムを構築しており、取引先の素材の調

達から、染色工程、新素材の研究・開発、当社オリジナル商品の製造を一貫した体制で行っておりま

す。これら協力企業が、財務上の問題その他事業上の困難に直面した場合や、戦略上の目標を変更し

た場合には、当グループとの提携関係の維持が出来なくなる可能性、及び当グループとの提携関係を

望まなくなる可能性があり、当グループの業績及び財政状況に重要な影響を及ぼす可能性がありま

す。 

  

⑤商品仕入に関するリスク
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当グループは、当社、タビオ奈良株式会社（連結子会社）、タビオ・ヨーロッパ（連結子会社）、タ

ビオ・フランス（連結子会社）で構成され、靴下及びパンスト・タイツの企画販売を主な事業の内容と

しております。 

当社が靴下及びパンスト・タイツの販売を行うにあたっての、商品の保管及び出庫業務につきまして

は、タビオ奈良株式会社に委託しております。同社では、当社からの指示に基づき、商品の保管、品出

し、梱包及び出荷までの物流業務に係る全ての業務、及び商品の研究・検査、品質管理を行っておりま

す。 

  

当グループの事業に係わる位置付け及び事業部門との関連は、次の通りであります。 

靴下及びパンスト・タイツの販売を『靴下屋』店舗にて行っており、販売形態は『靴下屋』フラン

チャイズチェーン店への卸売、及び『靴下屋』直営店での小売を行っております。 

<主な関係会社> 

タビオ奈良株式会社 

  

靴下及びパンスト・タイツの販売を『ショセット』、紳士靴下の販売を『タビオ・オム』『タビ

オ・ガレージ』店舗にて行っており、販売形態は百貨店等への出店を中心とする直営店での小売を行

っております。また一部、百貨店への卸売も行っております。 

<主な関係会社> 

タビオ奈良株式会社 

  

「海外関連部門」では、イギリスの販売子会社タビオ・ヨーロッパ及びフランスの販売子会社タビ

オ・フランスが、それぞれ現地で展開している靴下専門店『タビオ』にて、靴下及びパンスト・タイ

ツの小売を行っております。なお、上記の海外子会社２社については、国内の靴下製造協力工場より

直接商品仕入を行っておりますが、商品の保管及び出庫業務に関しては、タビオ奈良株式会社が同工

場より受託して行っております。 

「靴下製造機械関連部門」では、海外輸入靴下に対しての競争力をつけると共に、品質の向上と生

産の合理化を図るための各種靴下製造関連機械の研究・開発を行っております。 

なお、「海外関連部門」「靴下製造機械関連部門」については、業績に及ぼす影響が軽微であるた

め、「その他の部門」で一括して記載しております。 

<主な関係会社> 

タビオ奈良株式会社 

Ｔａｂｉｏ Ｅｕｒｏｐｅ Ｌｉｍｉｔｅｄ 

Ｔａｂｉｏ Ｆｒａｎｃｅ S.A.R.L. 

  

2. 企業集団の状況

「靴下屋関連部門」

「ショセット関連部門」

「その他の部門」

タビオ㈱　（2668）　平成23年２月期決算短信

－9－



  
事業の系統図は次の通りであります。 

  

 

タビオ㈱　（2668）　平成23年２月期決算短信

－10－



当グループは、「足に優しい上質の靴下を適正価格でお客様に提供する」という使命を追求するため

に、世界最高の技術力と繊細な感性を持った国内工場を厳選し、店頭から靴下製造協力工場に至る一気

通貫のネットワークシステムに基づいて即時対応力を高めて参ります。また、素材・商品・販売の研究

を行い、世界のトップを走る靴下専業企業を目指し、プレミアムブランドの確立を実現して参ります。

  

当グループは、長期計画として婦人、紳士靴下部門における国内販売シェア11％以上と売上高経常利

益率の11％以上の確保を目標としております。「靴下屋関連部門」「ショセット関連部門」及び「海外

関連部門」における、効果的な出店戦略を進めると共に、商品原価率の改善及び業務の効率化を行うこ

とにより、経営指標の実現を目指します。 

  

当グループは、靴下業界のＳＣＭ企業として確固たる地位を確立するため、在庫リスクを最小限に抑

えると共に機会損失を無くすべく、店頭、物流から生産現場までの一気通貫の情報網を活用し、お客様

のニーズに機敏に誠実に対応する企業集団の育成に力を注いで参ります。また、『タビオ』の企業価値

を高め、世界的なプレミアムブランドの確立を目指し、国内を始め世界の主要都市に店舗を構えていく

ための基盤作りに尽力して参ります。 

「商品企画・販売」では、お客様のニーズとファッショントレンドの情報を収集し、「不易流行」の

企業姿勢に基づいて、商品の本質と流行のバランス感覚を常に磨き、世界最高峰の技術と言われる日本

の靴下製造技術を駆使して、商品企画・開発に活かして参ります。販売面においては、ロールプレイン

グ大会等の販売員研修を通じて店頭販売員のモチベーションを高め、接客レベルの向上、店頭活性化に

向けた取り組みに尽力して、靴下業界の「良心」を追求する企業集団を確立して参ります。 

「販促企画」では、各種媒体に積極的にアプローチを行うと共に、店頭を盛り上げて行く為のシーズ

ン毎のイベントを着実に実行する事によって、常に鮮度の高い店頭を維持して行くと共にブランドイメ

ージの向上を目指して参ります。 

「国内店舗展開」では、店舗のスクラップ＆ビルドを継続して進めて行くと共にエリア戦略を強化

し、「専門店としてあるべき所に店舗がある」とお客様が認識される様な店舗展開を進めて参ります。

また、今後の成長戦略の一つとして捉えている紳士靴下業態につきましては、『靴下屋』での複合展開

に向けた取り組みや他社とのコラボを実施する等、業態としての基礎固めを進めて参ります。 

インターネット販売においては、世界に向かって当グループの商品をお客様にアピールできるよう

に、お買い求め頂きやすい仕組み作りに取り組み、安心してお買い物を楽しんで頂ける環境を整備して

参ります。 

「海外店舗展開」に関しましては、ロンドンにおける靴下専門店『タビオ』の商品供給体制、商品管

理体制を強固なものにして経営基盤の確立を図ると共に、パリでの収益拡大に向けた取り組みを進めて

参ります。さらに欧州の各主要都市を始めとする今後の海外展開へ向けて体制を整えて参ります。 

連結子会社「タビオ奈良株式会社」においては、靴下の品質管理の強化を図ると共に、入出庫業務の

改善、物流施設の整備・増床を行い、今後の業容拡大に見合った物流機能の確立を目指して参ります。

  

3. 経営方針

(1) 会社の経営の基本方針

(2) 目標とする経営指標

(3) 中長期的な会社の経営戦略
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今後の国内経済の動向としては、急速な為替変動、雇用情勢の悪化等の景気の下振れ懸念も依然とし

て残っており、また、平成23年３月11日に発生した東日本大震災の国内経済に与える影響は甚大なもの

となることが予想され、業界における見通しは先行き不透明な状況となっております。 

このような状況の中で当グループは、過去に囚われず無駄な管理を排除し、「イノベーションを起こ

す企業」をキーワードとして常に変化に対応していくためのアイデアと実行に移すスピードを重視した

経営を促進して参ります。 

「靴下屋関連部門」では、広報・販促活動と連携して、店頭を基点とした営業活動に重点を置くと共

に、常に新しいアイデアを打ち出して、店頭の鮮度を高め、お客様に喜んでお買い物頂ける店舗を目指

して参ります。また、『靴下屋』でのメンズ・レディースの複合展開に向けた取り組みも実施して参り

ます。 

「ショセット関連部門」におきましては、改革３年目を迎える『ショセット』店舗の収益基盤の強化

と、好立地への出店によるブランドイメージの向上に尽力していくと共に、紳士靴下事業における販売

ルートの開拓と新商品の開発を継続して行うことにより、早期にブランド展開の確立を実現して参りま

す。 

インターネット販売においては、受注から配送、お客様ケアを含めたフルフィルメント業務を強化し

て、通販サイトのご利用頻度を高めて行くと共に、外部通販サイトへの販路拡大も視野に入れた取組み

も行って参ります。 

海外展開においては、ロンドン、パリにおける既存店舗での商品供給体制、商品管理体制を整備・確

立し、経営基盤を盤石なものとして行くと共に、世界主要エリアへの展開を想定したマーケットリサー

チや積極的なアプローチを行って参ります。 

なお今後は、関東圏における夏場の大幅な電力不足による計画停電や営業時間短縮が予想されること

から、難しい経営の舵取りを迫られるものと思われますが、クールビズなど夏場の企画に独自の販促活

動を絡めることによって、顧客満足の創造と新たな需要喚起に繋げて参る所存です。また、冬期におい

ては、ウォームビズ関連消費に絡めた販促を行う事により、環境・省エネへの配慮と国産靴下を販売す

る当社の使命を存分に果たして参ります。 

以上の戦略を推し進めて行く事により、「靴下といえばタビオ」とお客様にご支持頂けるよう企業価

値の向上に尽力していくと共に、顧客満足、株主満足、従業員満足の方途を求めて努力し、お客様に信

頼と安心と感動を感じて頂ける会社を目指して参ります。 

  

該当事項はありません。 

  

(4) 会社の対処すべき課題

(5) その他、会社の経営上重要な事項
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4.【連結財務諸表】

(1)【連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成22年２月28日)

当連結会計年度
(平成23年２月28日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,103,710 2,176,178

受取手形及び売掛金 765,241 882,352

商品 499,614 552,156

貯蔵品 1,050 636

繰延税金資産 149,744 97,088

その他 144,124 148,493

貸倒引当金 △25,852 △34,084

流動資産合計 3,637,633 3,822,822

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 ※1 1,401,924 ※1 1,406,023

減価償却累計額 △452,504 △455,805

建物及び構築物（純額） 949,420 950,218

機械装置及び運搬具 186,939 137,512

減価償却累計額 △165,140 △129,087

機械装置及び運搬具（純額） 21,798 8,425

土地 ※1 1,181,477 ※1 1,181,477

建設仮勘定 14,988 8,114

その他 399,077 492,066

減価償却累計額 △275,976 △300,058

その他（純額） 123,100 192,008

有形固定資産合計 2,290,785 2,340,243

無形固定資産

ソフトウエア － 913,890

その他 628,599 44,976

無形固定資産合計 628,599 958,867

投資その他の資産

長期貸付金 5,760 3,099

差入保証金 984,750 963,458

繰延税金資産 109,636 92,756

その他 38,137 33,481

貸倒引当金 △1,112 △1,153

投資その他の資産合計 1,137,170 1,091,643

固定資産合計 4,056,556 4,390,754

資産合計 7,694,189 8,213,577
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成22年２月28日)

当連結会計年度
(平成23年２月28日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 525,739 708,209

短期借入金 ※1 281,298 ※1 380,571

未払費用 392,573 253,739

未払法人税等 274,835 78,137

賞与引当金 105,510 109,778

本社移転損失引当金 77,746 －

その他 217,251 357,839

流動負債合計 1,874,954 1,888,276

固定負債

長期借入金 ※1 282,960 ※1 993,990

リース債務 140,184 95,471

退職給付引当金 120,647 111,311

その他 253,583 174,522

固定負債合計 797,375 1,375,295

負債合計 2,672,329 3,263,571

純資産の部

株主資本

資本金 414,789 414,789

資本剰余金 92,424 92,424

利益剰余金 4,559,447 4,506,471

自己株式 △922 △952

株主資本合計 5,065,738 5,012,731

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 ※2 △1,334 ※2 △3,948

為替換算調整勘定 △42,542 △58,777

評価・換算差額等合計 △43,877 △62,725

純資産合計 5,021,860 4,950,005

負債純資産合計 7,694,189 8,213,577
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(2)【連結損益計算書】

(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成21年３月１日
至 平成22年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成22年３月１日
至 平成23年２月28日)

売上高 14,336,130 14,241,081

売上原価 ※1 6,492,587 ※1 6,454,939

売上総利益 7,843,543 7,786,141

販売費及び一般管理費 ※2, ※3 6,867,625 ※2, ※3 7,388,065

営業利益 975,917 398,076

営業外収益

受取利息 2,056 2,724

仕入割引 38,412 28,401

退職給付引当金戻入額 18,223 －

固定資産賃貸料 13,773 10,371

受取手数料 － 7,491

雑収入 10,305 11,022

営業外収益合計 82,771 60,010

営業外費用

支払利息 16,124 19,134

固定資産賃貸費用 8,459 4,446

為替差損 786 6,894

雑損失 4,089 1,261

営業外費用合計 29,459 31,736

経常利益 1,029,229 426,350

特別利益

本社移転損失引当金戻入額 － 24,763

貸倒引当金戻入額 6,822 －

特別利益合計 6,822 24,763

特別損失

固定資産除却損 ※4 22,439 ※4 70,103

固定資産売却損 － ※5 9,257

リース解約損 16,586 12,382

賃貸借契約解約損 7,172 3,089

減損損失 ※6 246,350 ※6 62,319

本社移転損失引当金繰入額 77,746 －

特別損失合計 370,293 157,150

税金等調整前当期純利益 665,758 293,962

法人税、住民税及び事業税 385,575 73,952

法人税等調整額 △28,926 68,622

法人税等合計 356,648 142,574

当期純利益 309,109 151,387
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(3)【連結株主資本等変動計算書】

(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成21年３月１日
至 平成22年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成22年３月１日
至 平成23年２月28日)

株主資本

資本金

前期末残高 414,789 414,789

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 414,789 414,789

資本剰余金

前期末残高 92,424 92,424

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 92,424 92,424

利益剰余金

前期末残高 4,454,702 4,559,447

当期変動額

剰余金の配当 △204,364 △204,364

当期純利益 309,109 151,387

当期変動額合計 104,745 △52,976

当期末残高 4,559,447 4,506,471

自己株式

前期末残高 △922 △922

当期変動額

自己株式の取得 － △29

当期変動額合計 － △29

当期末残高 △922 △952

株主資本合計

前期末残高 4,960,992 5,065,738

当期変動額

剰余金の配当 △204,364 △204,364

当期純利益 309,109 151,387

自己株式の取得 － △29

当期変動額合計 104,745 △53,006

当期末残高 5,065,738 5,012,731
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(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成21年３月１日
至 平成22年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成22年３月１日
至 平成23年２月28日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 △242 △1,334

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△1,092 △2,613

当期変動額合計 △1,092 △2,613

当期末残高 △1,334 △3,948

為替換算調整勘定

前期末残高 △66,334 △42,542

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

23,792 △16,235

当期変動額合計 23,792 △16,235

当期末残高 △42,542 △58,777

評価・換算差額等合計

前期末残高 △66,577 △43,877

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

22,699 △18,848

当期変動額合計 22,699 △18,848

当期末残高 △43,877 △62,725

純資産合計

前期末残高 4,894,415 5,021,860

当期変動額

剰余金の配当 △204,364 △204,364

当期純利益 309,109 151,387

自己株式の取得 － △29

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 22,699 △18,848

当期変動額合計 127,445 △71,854

当期末残高 5,021,860 4,950,005
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(4)【連結キャッシュ・フロー計算書】

(単位：千円)

前連結会計年度
(自 平成21年３月１日
至 平成22年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成22年３月１日
至 平成23年２月28日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 665,758 293,962

減価償却費 219,655 295,136

減損損失 246,350 62,319

貸倒引当金の増減額（△は減少） △6,822 8,273

本社移転損失引当金の増減額（△は減少) 77,746 △77,746

賞与引当金の増減額（△は減少） 16,128 4,267

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △33,438 －

退職給付引当金の増減額（△は減少） △49,390 △9,335

受取利息及び受取配当金 △2,056 △2,724

支払利息 16,124 19,134

固定資産除却損 22,439 70,103

固定資産売却損 － 9,257

売上債権の増減額（△は増加） 115,036 △121,079

たな卸資産の増減額（△は増加） 47,078 △57,472

仕入債務の増減額（△は減少） △43,317 187,649

その他の資産の増減額（△は増加） △32,310 △14,691

その他の負債の増減額（△は減少） 82,707 △98,951

未払消費税等の増減額（△は減少） △53,143 20,352

小計 1,288,543 588,455

利息及び配当金の受取額 1,926 2,648

利息の支払額 △16,174 △20,110

法人税等の支払額 △701,922 △271,129

営業活動によるキャッシュ・フロー 572,373 299,863

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △286,942 △315,266

有形固定資産の除却による支出 △9,546 △8,640

無形固定資産の取得による支出 △382,650 △469,313

貸付けによる支出 △1,000 －

貸付金の回収による収入 13,812 9,485

その他の支出 △118,010 △106,260

その他の収入 129,220 102,599

投資活動によるキャッシュ・フロー △655,116 △787,395

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 113,191 △96,198

長期借入れによる収入 100,000 1,200,000

長期借入金の返済による支出 △216,405 △283,804

自己株式の取得による支出 － △29

ファイナンス・リース債務の返済による支出 △48,945 △49,704

配当金の支払額 △203,881 △202,815

財務活動によるキャッシュ・フロー △256,040 567,447

現金及び現金同等物に係る換算差額 10,672 △7,447

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △328,112 72,468

現金及び現金同等物の期首残高 2,431,822 2,103,710

現金及び現金同等物の期末残高 ※1 2,103,710 ※1 2,176,178
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前連結会計年度（自 平成21年３月１日 至 平成22年２月28日） 

該当事項はありません。 

  

当連結会計年度（自 平成22年３月１日 至 平成23年２月28日） 

該当事項はありません。 

  

(5)【継続企業の前提に関する注記】
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(6)【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

項目
前連結会計年度

(自 平成21年３月１日
至 平成22年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成22年３月１日
至 平成23年２月28日)

１ 連結の範囲に関する事項 子会社は全て連結しております。 

連結子会社の数 ３社 

連結子会社名 

Tabio Europe Limited 

タビオ奈良株式会社 

Tabio France S.A.R.L. 

クラシカ株式会社は当連結会計年度に

おいて清算したため、連結の範囲から

除いております。

子会社は全て連結しております。 

連結子会社の数 ３社 

連結子会社名 

Tabio Europe Limited 

タビオ奈良株式会社 

Tabio France S.A.R.L. 

 

２ 連結子会社の事業年度等

に関する事項

 Tabio Europe Limited、Tabio 

France S.A.R.L.の決算日は、12月31

日であります。連結財務諸表を作成す

るにあたっては、同日現在の財務諸表

を使用し、連結決算日との間に生じた

重要な取引については、連結上必要な

調整を行っております。

同左

３ 会計処理基準に関する事

項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

  たな卸資産の評価基準及び評価方法

   商品・貯蔵品

    移動平均法による原価法(収

益性の低下による簿価切下げ

の方法)

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

  たな卸資産の評価基準及び評価方法

   商品・貯蔵品

同左

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の

方法

 ① 有形固定資産(リース資産を除

く)

    定率法によっております。た

だし、平成10年４月１日以降取

得した建物(建物附属設備は除

く)については、定額法によっ

ております。

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の

方法

 ① 有形固定資産(リース資産を除

く)
同左

 なお、主な耐用年数は次の通

りであります。

建物 10～50年

機械装置 ７～15年

工具、器具及び備品 ３～10年
 

  

 ② 無形固定資産(リース資産を除

く)

    ソフトウェア(自社利用分)に

ついては、社内における利用可

能期間(５年)に基づく定額法に

よっております。

 ② 無形固定資産(リース資産を除

く)

同左

 ③ リース資産

    所有権移転外ファイナンス・

リース取引に係るリース資産の

減価償却の方法は、リース期間

を耐用年数とし、残存価額を零

とする定額法を採用しておりま

す。 

 なお、リース取引開始日が平

成21年２月28日以前の所有権移

転外ファイナンス・リース取引

については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理を

引き続き採用しております。

 ③ リース資産

同左
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項目
前連結会計年度

(自 平成21年３月１日
至 平成22年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成22年３月１日
至 平成23年２月28日)

(3) 重要な引当金の計上基準

 ① 貸倒引当金

    債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については、個

別に回収可能性を勘案し、回収

不能見込額を計上しておりま

す。

(3) 重要な引当金の計上基準

 ① 貸倒引当金

同左

 ② 賞与引当金

    従業員の賞与支給に充てるた

め、将来の支給見込額のうち、

当連結会計年度に負担すべき金

額を計上しております。

 ② 賞与引当金

同左

 ③ 本社移転損失引当金

    本社移転に伴い、将来発生が

見込まれる原状回復費用、その

他移転関連費用等の損失額につ

いて、合理的な見積額を計上し

ております。

 ③ 本社移転損失引当金
同左

 ④ 退職給付引当金

       従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当連結会計年度

末において発生していると認め

られる額を計上しております。

 ④ 退職給付引当金 

        同左

(4) 重要なヘッジ会計の方法

 ① ヘッジ会計の方法

    金利スワップについては、特

例処理の要件を充たしているた

め、特例処理によっておりま

す。

(4) 重要なヘッジ会計の方法

 ① ヘッジ会計の方法

同左

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象

   ヘッジ手段：金利スワップ取引

   ヘッジ対象：変動金利借入

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

 ③ ヘッジ方針

    将来の金利変動リスクを回避

する目的でヘッジしておりま

す。

 ③ ヘッジ方針

同左

 ④ ヘッジ有効性評価の方法

    特例処理によっている金利ス

ワップのため、有効性の評価は

省略しております。

 ④ ヘッジ有効性評価の方法

同左

(5) その他連結財務諸表作成のための

重要な事項

  消費税等の会計処理

    消費税及び地方消費税の会計

処理は、税抜き方式によってお

ります。

(5) その他連結財務諸表作成のための

重要な事項

  消費税等の会計処理

同左

４ 連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

 連結子会社の資産及び負債の評価方

法は、全面時価評価法によっておりま

す。

同左
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項目
前連結会計年度

(自 平成21年３月１日
至 平成22年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成22年３月１日
至 平成23年２月28日)

５ 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

 連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金（現金及び現金同等物）は、

手許現金、要求払預金及び容易に換金

可能であり、かつ、価値の変動につい

て僅少なリスクしか負わない取得日か

ら３ヶ月以内に償還期限の到来する短

期投資からなっております。

同左
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(7)【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】

前連結会計年度
(自 平成21年３月１日
至 平成22年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成22年３月１日
至 平成23年２月28日)

（1）「棚卸資産の評価に関する会計基準」の適用  

 「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準

委員会 平成18年７月５日 企業会計基準第９号）を当

連結会計年度から適用し、評価基準については原価法か

ら原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）に変

更しております。 

 この結果、従来の方法によった場合に比べて、売上総

利益、営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益

は、それぞれ23,780千円減少しております。 

  

（2）「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処

理に関する当面の取扱い」の適用 

 当連結会計年度より「連結財務諸表作成における在外

子会社の会計処理に関する当面の取扱い」（企業会計基

準委員会 平成18年５月17日 実務対応報告第18号）を

適用しております。 

 これによる連結財務諸表に与える影響は軽微でありま

す。 

  

（3）「リース取引に関する会計基準」等の適用 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引については、

従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

おりましたが、当連結会計年度より「リース取引に関す

る会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日

（企業会計審議会第一部会）、平成19年３月30日改

正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第16号（平成６年１月18日（日

本公認会計士協会 会計制度委員会）、平成19年３月30

日改正））を適用し、通常の売買取引に係る方法に準じ

た会計処理によっております。また、所有権移転外ファ

イナンス・リース取引に係るリース資産の減価償却の方

法については、リース期間を耐用年数とし、残存価額を

零とする定額法を採用しております。 

 なお、リース取引開始日が平成21年２月28日以前の所

有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を引き続き採

用しております。 

 この結果、従来の方法によった場合に比べて、リース

資産が有形固定資産に13,700千円、リース債務が流動負

債に3,363千円、固定負債に10,430千円計上され、損益

に与える影響は軽微であります。 

 

―――

――― 

  

 

  

 

  

 

  

 

  

――― 

  

 

  

 

  

 

  

 

――― 

  

 

  

 

  

 

  

 

  

 

  

 

  

 

  

 

  

 

  

 

  

 

（1）「退職給付に係る会計基準」の一部改正（その

３）の適用 

 当連結会計年度より、「退職給付に係る会計基準」の

一部改正（その３）（企業会計基準第19号 平成20年７

月31日）を適用しております。 

 なお、これによる損益への影響はありません。
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【表示方法の変更】

前連結会計年度
(自 平成21年３月１日
至 平成22年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成22年３月１日
至 平成23年２月28日)

(連結貸借対照表)

  財務諸表等規則等の一部を改正する内閣府令（平成

20年８月７日内閣府令第50号）が適用となることに伴

い、前連結会計年度において、「たな卸資産」として

掲記されたものは、当連結会計年度から「商品」「貯

蔵品」に区分掲記しております。なお、前連結会計年

度の「たな卸資産」に含まれる「商品」「貯蔵品」

は、それぞれ543,234千円、1,440千円であります。 

  

 前連結会計年度において流動負債の「その他」に含

めて表示しておりました「未払費用」（前連結会計年

度271,062千円）については、負債及び純資産の合計

額の100分の５を超える金額となりましたので、当連

結会計年度においては区分掲記しております。 

  

 前連結会計年度において固定負債の「その他」に含

めて表示しておりました「リース債務」（前連結会計

年度70,878千円）については、負債及び純資産の合計

額の100分の１を超える金額となりましたので、当連

結会計年度においては区分掲記しております。

  

(連結貸借対照表)

  前連結会計年度まで「未払費用」に含めて表示して

いました債務の確定している費用の未払額について

は、より適正な表示とするため、当連結会計年度より

「その他」（「未払金」）として表示することにしま

した。なお、前連結会計年度において「未払費用」に

含まれる債務の確定している費用の未払額は、

161,665千円です。

  

  前連結会計年度において無形固定資産の「その他」

に含めて表示しておりました「ソフトウエア」（前連

結会計年度333,586千円）については、総資産額の100

分の５を超える金額となりましたので、当連結会計年

度においては区分掲記しております。

(連結損益計算書)

  前連結会計年度まで、営業外収益の「雑収入」に含

めて表示しておりました受取家賃を、当連結会計年度

より、「固定資産賃貸料」に含めて表示することとし

ました。  

 なお、前連結会計年度の営業外収益の「雑収入」に

含まれている受取家賃は、1,190千円であります。

(連結損益計算書)

  前連結会計年度において、営業外収益の「雑収入」

に含めて表示しておりました「受取手数料」（前連結

会計年度5,556千円）については、営業外収益の100分

の10を超える金額となりましたので、当連結会計年度

においては区分掲記しております。
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(8)【連結財務諸表に関する注記事項】

(連結貸借対照表関係)

前連結会計年度 
(平成22年２月28日)

当連結会計年度 
(平成23年２月28日)

※１ 担保に供している資産

建物及び構築物 221,302千円

土地 242,484千円

計 463,786千円

※１ 担保に供している資産

建物及び構築物 217,051千円

土地 242,484千円

計 459,535千円

   上記に対応する債務

短期借入金 156,615千円

長期借入金 202,129千円

計 358,744千円

   上記に対応する債務

短期借入金 201,540千円

長期借入金 695,619千円

計 897,159千円

※２ その他有価証券評価差額金

    外貨建出資金の取得原価に係る換算差額による

ものであります。

    なお、評価差額は全部純資産直入法により処理

しております。

※２ その他有価証券評価差額金

    同左
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(連結損益計算書関係)

前連結会計年度
(自 平成21年３月１日
至 平成22年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成22年３月１日
至 平成23年２月28日)

※１ 期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下げ後

の金額であり、たな卸資産評価損23,780千円が売

上原価に含まれております。

※１ 期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下げ後

の金額であり、たな卸資産評価損15,938千円が売

上原価に含まれております。

 

※２ 販売費及び一般管理費の主な内容は次の通りであ

ります。

従業員給与・賞与 2,165,792千円

役員報酬 147,439千円

役員賞与 13,990千円

賞与引当金繰入額 104,567千円

家賃 1,659,619千円

支払手数料 556,517千円

減価償却費 211,195千円

※２ 販売費及び一般管理費の主な内容は次の通りであ

ります。

従業員給与・賞与 2,289,161千円

役員報酬 164,852千円

役員賞与 12,150千円

賞与引当金繰入額 108,938千円

退職給付費用 26,680千円

貸倒引当金繰入額 8,273千円

家賃 1,667,178千円

支払手数料 676,881千円

減価償却費 290,690千円

※３ 一般管理費に含まれる研究開発費は21,578千円で

あります。

※３ 一般管理費に含まれる研究開発費は22,520千円で

あります。

 

※４ 固定資産除却損の内容は次の通りであります。

建物及び構築物 1,253千円

その他(工具、器具及び備品等) 10,066千円

原状復帰費用 11,119千円

計 22,439千円

※４ 固定資産除却損の内容は次の通りであります。

建物及び構築物 1,407千円

その他(工具、器具及び備品等) 1,417千円

ソフトウエア 60,060千円

原状復帰費用 7,217千円

計 70,103千円

 ５

―――

※５ 固定資産売却損の内容は次の通りであります。

建物及び構築物 114千円

機械装置及び運搬具 9,143千円

計 9,257千円
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前連結会計年度
(自 平成21年３月１日
至 平成22年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成22年３月１日
至 平成23年２月28日)

 

※６ 減損損失

   当連結会計年度において、当グループは以下の資

産グループについて減損損失を計上いたしまし

た。

場所 用途 種類
減損損失
(千円)

関東地区
直営店舗 
(９店舗)

工具、器
具及び備

品 
リース資
産他

39,133

国内 
その他 
地区

旧本社設備、 
直営店舗 
(９店舗) 

他

建物及び
構築物 
リース資
産他

95,158

海外
直営店舗 
(４店舗) 

他

工具、器
具及び備
品他

112,058

合 計 246,350

    当グループは、キャッシュ・フローを生み出す

最小単位として、店舗を基本単位とした資産のグ

ルーピングを行っております。また、店舗を管理

するための事務所、店舗へ商品を供給する物流施

設等については共用資産としております。

    営業活動から生ずる損益が継続してマイナスで

ある資産グループ及び退店の意思決定をしたこと

により、固定資産の回収可能価額が大きく低下し

たと判断した資産グループについては、帳簿価額

を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損

失(246,350千円)として特別損失に計上しており

ます。

    その内訳は、建物及び構築物35,083千円、工

具、器具及び備品 134,691千円、リース資産

63,291千円、その他13,282千円であります。

    なお、当資産グループの回収可能価額は固定資

産の使用価値により算定しており、将来キャッシ

ュ・フローに基づく使用価値がマイナスであるも

のは回収可能価額を零として評価しております。

 

※６ 減損損失

   当連結会計年度において、当グループは以下の資

産グループについて減損損失を計上いたしまし

た。

場所 用途 種類
減損損失
(千円)

関東地区
直営店舗
(13店舗) 

他

工具、器
具及び備

品 
リース資
産他

26,951

近畿地区
直営店舗
(４店舗) 

他

建物及び
構築物 
リース資
産他

18,000

国内
その他 
地区

直営店舗
(７店舗)

建物及び
構築物 
工具、器
具及び備
品他

17,367

合 計 62,319

    当グループは、キャッシュ・フローを生み出す

最小単位として、店舗を基本単位とした資産のグ

ルーピングを行っております。また、店舗を管理

するための事務所、店舗へ商品を供給する物流施

設等については共用資産としております。

    営業活動から生ずる損益が継続してマイナスで

ある資産グループ及び退店の意思決定をしたこと

により、固定資産の回収可能価額が大きく低下し

たと判断した資産グループについては、帳簿価額

を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損

失(62,319千円)として特別損失に計上しておりま

す。

    その内訳は、建物及び構築物19,196千円、工

具、器具及び備品18,801千円、リース資産24,320

千円であります。

    なお、当資産グループの回収可能価額は固定資

産の使用価値により算定しており、将来キャッシ

ュ・フローに基づく使用価値がマイナスであるも

のは回収可能価額を零として評価しております。
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(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度（自 平成21年３月１日 至 平成22年２月28日）

１. 発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 6,813,880 ― ― 6,813,880

２. 自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 1,735 ― ― 1,735

３. 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成21年５月28日 
定時株主総会

普通株式 204,364 30.00 平成21年２月28日 平成21年５月29日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成22年５月27日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 204,364 30.00 平成22年２月28日 平成22年５月28日

タビオ㈱　（2668）　平成23年２月期決算短信

－28－



  

  

 
  

  

 
 （変動事由の概要） 

  増加数の内訳は、次のとおりであります。 

  単元未満株式の買取による増加 44株 

  

 
  

 
  

当連結会計年度（自 平成22年３月１日 至 平成23年２月28日）

１. 発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 6,813,880 ― ― 6,813,880

２. 自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 1,735 44 ― 1,779

３. 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成22年５月27日 
定時株主総会

普通株式 204,364 30.00 平成22年２月28日 平成22年５月28日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成23年５月26日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 204,363 30.00 平成23年２月28日 平成23年５月27日
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前連結会計年度
(自 平成21年３月１日
至 平成22年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成22年３月１日
至 平成23年２月28日)

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

  現金及び預金 2,103,710千円

  預入期間が３か月を超える定期預

  金等 ―千円

  現金及び現金同等物 2,103,710千円

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係

  現金及び預金 2,176,178千円

 預入期間が３か月を超える定期預

 金等 ―千円

  現金及び現金同等物 2,176,178千円

 ２ 重要な非資金取引の内容

  当連結会計年度に連結貸借対照表

  に計上したリース資産の取得額 145,924千円

 ２ 重要な非資金取引の内容

  当連結会計年度に連結貸借対照表

  に計上したリース資産の取得額 6,500千円
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当グループは、事業の種類として靴下の卸売、直営店での小売(以下「靴下関連事業」)及び靴下

製造関連機械の研究開発、小売を行っております。 

全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「靴下

関連事業」の割合がいずれも90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略し

ております。 

  

当グループは、事業の種類として靴下の卸売、直営店での小売(以下「靴下関連事業」)及び靴下

製造関連機械の研究開発、小売を行っております。 

全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める「靴下

関連事業」の割合がいずれも90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略し

ております。 

  

全セグメントの売上高の合計及びセグメントの資産の合計額に占める「日本」の割合がいずれも

90％を超えているため記載を省略しております。 

  

全セグメントの売上高の合計及びセグメントの資産の合計額に占める「日本」の割合がいずれも

90％を超えているため記載を省略しております。 

  

海外売上高が連結売上高の10％未満であるため、海外売上高及び連結売上高に占める海外売上高

の割合の記載を省略しております。 

  

海外売上高が連結売上高の10％未満であるため、海外売上高及び連結売上高に占める海外売上高

の割合の記載を省略しております。 

  

(セグメント情報)

１ 事業の種類別セグメント情報

前連結会計年度(自 平成21年３月１日 至 平成22年２月28日)

当連結会計年度(自 平成22年３月１日 至 平成23年２月28日)

２ 所在地別セグメント情報

前連結会計年度(自 平成21年３月１日 至 平成22年２月28日)

当連結会計年度(自 平成22年３月１日 至 平成23年２月28日)

３ 海外売上高

前連結会計年度(自 平成21年３月１日 至 平成22年２月28日)

当連結会計年度(自 平成22年３月１日 至 平成23年２月28日)
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(注)１  潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  ２  算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

 
  

２ １株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益 

 
  

(１株当たり情報)

前連結会計年度
(自 平成21年３月１日
至 平成22年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成22年３月１日
至 平成23年２月28日)

１株当たり純資産額 737円19銭

１株当たり当期純利益 45円38銭

潜在株式調整後１株当たり 
当期純利益

―

１株当たり純資産額 726円65銭

１株当たり当期純利益 22円22銭

潜在株式調整後１株当たり
当期純利益

―

項目
前連結会計年度

(平成22年２月28日)
当連結会計年度

(平成23年２月28日)

連結貸借対照表の純資産の部の合計額(千円) 5,021,860 4,950,005

普通株式に係る純資産額(千円) 5,021,860 4,950,005

普通株式の発行済株式数(千株) 6,813 6,813

普通株式の自己株式数(千株) 1 1

１株当たり純資産額の算定に用いられた
普通株式の数(千株)

6,812 6,812

項目
前連結会計年度

(自 平成21年３月１日
至 平成22年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成22年３月１日
至 平成23年２月28日)

連結損益計算書上の当期純利益(千円) 309,109 151,387

普通株式に係る当期純利益(千円) 309,109 151,387

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ―

普通株式の期中平均株式数(千株) 6,812 6,812

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定に用
いられた普通株式増加数の主要な内訳(千株)

 ― ―

普通株式増加数(千株) ― ―

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり当期純利益の算定に含まれなかった潜在株
式の概要

――― ―――
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リース取引、関連当事者との取引、税効果会計、金融商品、有価証券、デリバティブ取引、退職給

付、ストック・オプション等、企業結合等、賃貸等不動産に関する注記事項については、決算短信にお

ける開示の必要性が大きくないと考えられるため、または該当事項がないため、開示を省略しておりま

す。 

(重要な後発事象)

前連結会計年度
(自 平成21年３月１日
至 平成22年２月28日)

当連結会計年度
(自 平成22年３月１日
至 平成23年２月28日)

――― ―――

(開示の省略)
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5.【個別財務諸表】

(1)【貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(平成22年２月28日)

当事業年度
(平成23年２月28日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,018,632 2,080,115

受取手形 14,779 21,284

売掛金 722,808 834,899

商品 459,102 525,050

貯蔵品 798 396

前払費用 45,910 59,444

繰延税金資産 140,741 75,886

未収入金 27,207 44,207

未収消費税等 24,975 4,312

その他 76,724 67,200

貸倒引当金 △42,070 △69,538

流動資産合計 3,489,610 3,643,258

固定資産

有形固定資産

建物 220,634 226,345

減価償却累計額 △125,140 △90,616

建物（純額） 95,493 135,729

構築物 1,640 1,575

減価償却累計額 △1,640 △1,575

構築物（純額） － －

工具、器具及び備品 263,042 345,916

減価償却累計額 △167,172 △194,315

工具、器具及び備品（純額） 95,869 151,601

土地 1,034,564 1,034,564

リース資産 17,125 22,766

減価償却累計額 △3,425 △7,589

リース資産（純額） 13,700 15,176

建設仮勘定 12,801 8,114

有形固定資産合計 1,252,430 1,345,185

無形固定資産

ソフトウエア 259,913 845,937

ソフトウエア仮勘定 241,552 －

電話加入権 5,786 5,786

無形固定資産合計 507,252 851,724
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(単位：千円)

前事業年度
(平成22年２月28日)

当事業年度
(平成23年２月28日)

投資その他の資産

関係会社株式 151,091 151,091

出資金 19,804 18,104

長期貸付金 5,600 3,099

関係会社長期貸付金 70,605 134,069

長期未収入金 5,425 －

長期前払費用 2,597 1,792

繰延税金資産 102,064 84,993

差入保証金 953,445 935,100

その他 9,376 12,889

貸倒引当金 △1,112 △1,153

投資その他の資産合計 1,318,896 1,339,986

固定資産合計 3,078,579 3,536,896

資産合計 6,568,189 7,180,155

負債の部

流動負債

支払手形 80,093 155,562

買掛金 408,048 522,094

短期借入金 100,000 －

1年内返済予定の長期借入金 11,570 219,960

リース債務 28,659 30,008

未払金 77,756 193,729

未払費用 343,334 215,837

未払法人税等 270,829 77,814

預り金 37,558 23,046

前受収益 2,082 2,103

賞与引当金 91,770 95,848

本社移転損失引当金 77,746 －

流動負債合計 1,529,448 1,536,004

固定負債

長期借入金 － 745,070

リース債務 88,877 63,896

長期未払金 63,898 29,414

退職給付引当金 102,764 90,417

長期預り保証金 118,000 111,500

長期リース資産減損勘定 64,004 35,445

固定負債合計 437,544 1,075,743

負債合計 1,966,992 2,611,748
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(単位：千円)

前事業年度
(平成22年２月28日)

当事業年度
(平成23年２月28日)

純資産の部

株主資本

資本金 414,789 414,789

資本剰余金

資本準備金 92,424 92,424

資本剰余金合計 92,424 92,424

利益剰余金

利益準備金 65,000 65,000

その他利益剰余金

別途積立金 100,000 100,000

繰越利益剰余金 3,931,241 3,901,094

利益剰余金合計 4,096,241 4,066,094

自己株式 △922 △952

株主資本合計 4,602,531 4,572,354

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △1,334 △3,948

評価・換算差額等合計 △1,334 △3,948

純資産合計 4,601,196 4,568,406

負債純資産合計 6,568,189 7,180,155
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(2)【損益計算書】

(単位：千円)

前事業年度
(自 平成21年３月１日
至 平成22年２月28日)

当事業年度
(自 平成22年３月１日
至 平成23年２月28日)

売上高 13,759,763 13,685,850

売上原価

商品期首たな卸高 516,269 459,102

当期商品仕入高 6,333,491 6,486,006

合計 6,849,761 6,945,108

他勘定振替高 89,300 138,385

商品期末たな卸高 459,102 525,050

売上原価合計 6,301,358 6,281,672

売上総利益 7,458,404 7,404,177

販売費及び一般管理費 6,506,631 7,088,511

営業利益 951,772 315,666

営業外収益

受取利息 2,010 2,659

仕入割引 38,412 28,401

固定資産賃貸料 38,581 39,309

退職給付引当金戻入額 21,556 －

受取手数料 15,655 16,407

雑収入 2,962 2,821

営業外収益合計 119,178 89,599

営業外費用

支払利息 3,523 8,005

貸倒引当金繰入額 9,401 －

為替差損 1,833 963

雑損失 1,182 1,217

営業外費用合計 15,939 10,186

経常利益 1,055,012 395,079

特別利益

本社移転損失引当金戻入額 － 24,763

特別利益合計 － 24,763

特別損失

固定資産除却損 18,397 12,737

子会社株式評価損 137,749 －

リース解約損 16,586 12,382

賃貸借契約解約損 7,172 3,089

減損損失 127,773 62,319

本社移転損失引当金繰入額 77,746 －

その他 723 －

特別損失合計 386,147 90,527

税引前当期純利益 668,864 329,315

法人税、住民税及び事業税 382,189 74,085

法人税等調整額 24,937 81,012

法人税等合計 407,126 155,097

当期純利益 261,737 174,217
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(3)【株主資本等変動計算書】

(単位：千円)

前事業年度
(自 平成21年３月１日
至 平成22年２月28日)

当事業年度
(自 平成22年３月１日
至 平成23年２月28日)

株主資本

資本金

前期末残高 414,789 414,789

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 414,789 414,789

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 92,424 92,424

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 92,424 92,424

資本剰余金合計

前期末残高 92,424 92,424

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 92,424 92,424

利益剰余金

利益準備金

前期末残高 65,000 65,000

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 65,000 65,000

その他利益剰余金

別途積立金

前期末残高 100,000 100,000

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 100,000 100,000

繰越利益剰余金

前期末残高 3,873,867 3,931,241

当期変動額

剰余金の配当 △204,364 △204,364

当期純利益 261,737 174,217

当期変動額合計 57,373 △30,146

当期末残高 3,931,241 3,901,094

利益剰余金合計

前期末残高 4,038,867 4,096,241

当期変動額

剰余金の配当 △204,364 △204,364

当期純利益 261,737 174,217

当期変動額合計 57,373 △30,146

当期末残高 4,096,241 4,066,094
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(単位：千円)

前事業年度
(自 平成21年３月１日
至 平成22年２月28日)

当事業年度
(自 平成22年３月１日
至 平成23年２月28日)

自己株式

前期末残高 △922 △922

当期変動額

自己株式の取得 － △29

当期変動額合計 － △29

当期末残高 △922 △952

株主資本合計

前期末残高 4,545,158 4,602,531

当期変動額

剰余金の配当 △204,364 △204,364

当期純利益 261,737 174,217

自己株式の取得 － △29

当期変動額合計 57,373 △30,176

当期末残高 4,602,531 4,572,354

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 △242 △1,334

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△1,092 △2,613

当期変動額合計 △1,092 △2,613

当期末残高 △1,334 △3,948

評価・換算差額等合計

前期末残高 △242 △1,334

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

△1,092 △2,613

当期変動額合計 △1,092 △2,613

当期末残高 △1,334 △3,948

純資産合計

前期末残高 4,544,915 4,601,196

当期変動額

剰余金の配当 △204,364 △204,364

当期純利益 261,737 174,217

自己株式の取得 － △29

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △1,092 △2,613

当期変動額合計 56,280 △32,789

当期末残高 4,601,196 4,568,406
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前事業年度（自 平成21年３月１日 至 平成22年２月28日） 

該当事項はありません。 

  

当事業年度（自 平成22年３月１日 至 平成23年２月28日） 

該当事項はありません。 

  

(4)【継続企業の前提に関する注記】
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該当事項はありません。 

監査役  林 裕之 （現 一時監査役、弁護士） 

  （注）新任監査役候補者 林 裕之は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

  

該当事項はありません。 

  

6. その他

(1) 役員の異動

①代表者の異動

②その他の役員の異動（平成23年５月26日付予定）

１．新任監査役候補

(2) その他

タビオ㈱　（2668）　平成23年２月期決算短信

－41－


	34期 決算短信（サマリー）（11.4.11）.pdf
	34期 決算短信（添付資料）（11.4.11）.pdf

